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大分県人権啓発
イメージキャラクター 
こころちゃん

市ホームページの自治基本条例の取組ページに、過去
の会議の内容（資料、会議要旨）を掲載しています。
併せて、自治基本条例に関するご意見も随時、募集し
ています。また、市民ワーキンググループ会議は原
則、公開していますので、傍聴を希望する人は企画課
までお問い合わせください。
[行政資料コーナー]
市役所１階行政資料コーナーに自治基本条例関係の資
料を置いていますので、ご利用ください。

自治基本条例とは
市民や議会、行政などがそれぞれの役割を果たしながら、「市民が主役のまちづく
り」を進めていくための基本的なルールのことです。

【問合せ】〒８７７‐８６０１　
　　　　　（住所記載不要）企画課政策企画係
          　　☎２２‐８２２７（市役所６階）
　　　　　（ＦＡＸ）２２‐８３２４
　　　　　（メール）kikaku@city.hita.oita.jp

【問合せ】人権啓発センター　☎２２‐８０１７（市役所別館１階）

みんなでつくろう

自治基本条例⑬

条例の素案を
作る

市の課題など
を話し合う

条例のたたき
台を作る

条例の原案を
作る条例制定までの流れ 条例案を作る

　現在、市民ワーキンググループでは「たたき台」
を作っています。今回は、その中から＜市長、職員
の責務＞についてご紹介します。
 社会経済情勢が大きく変化する中、市長は市民の
意見に耳を傾け、またリーダーシップを発揮し、市
政のかじ取りをするなど、あるべき姿を定めるもの
です。また、市の職員も知識と能力を高めるととも
に創意を持って課題等の解決に努めなければならな
いことなどが定められています。

【市長、職員の責務（案）の要旨】
・市長は、市民の負託に応え、市の代表者として市
民との対話を重視し、公正かつ誠実に市政を運営
しなければならない。
・市長は、市の将来像を明らかにするとともに、リ
ーダーシップを最大限に発揮し、まちづくりの推
進に努めなければならない。
・市職員は自らも市民であるという自覚を持ち、一
市民からの視点を生かして積極的にまちづくりに
参加するよう努めなければならない。

人権コラム　

心、豊かに
市民意識調査報告⑧

　今回は、「同和問題（部落差別問題）」についての調査結果をお知らせします。
　同和問題を「初めて知ったときと現在の思いについて」は【グラフ①】のとおりです。
初めて知ったときと比べると、現在は「なぜ差別があるのか不思議」や「どういうことな
のか、よく分からない」が減少し、「差別があることを許せない」が増加するなど気持ち
の変化が顕著です。次に、「同和地区出身の人との結婚について」は【グラフ②】のとお
りです。自分の結婚相手の場合「結婚しない」「分からない」が約３割あります。当事者
となると判断がつきにくくなり、出身地を理由に結婚を断るという差別につながる可能性
が見受けられる結果となりました。次回も、引き続き同和問題についての調査結果をお知
らせします。

【グラフ①　初めて知ったときと現在の思いについて（１つ回答）】 【グラフ②　同和地区出身の人との結婚について（１つ回答）】
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第21回市民ワーキンググループ会議

11月16日㈮ 午後７時～９時
市役所７階中会議室

■初めて知ったとき
■現在

差別があることが許せない
なぜ差別があるのか不思議
同和地区の人はかわいそう
どういうことなのか、

よく分からない
同和地区の人との交流は

避けるべきだ
同和地区に

生まれなくてよかった

自分には関係ないことだ

子どもの意思を尊重する
（49.4％）

親の説得後、自分の意思を
貫いて結婚する（30.6％）

反対するが、子どもの意思が
強ければ仕方がない（24.9％）

家族・親戚の反対があ
れば認めない（3.4％）

・親として子どもの結婚相手の場合

・自分の結婚相手の場合

絶対に認めない（2.3％）

分からない（14.3％）

自分の意思を貫い
て結婚する（28.1％）

家族・親戚の反対があ
れば結婚しない（11.4％）

絶対に結婚しない（2.6％）

分からない
（18.7％）

【問合せ】健康保険課国保・年金係　☎２２‐８２７１（市役所１階）

国民健康保険に加入している皆さんへ

医療費が高額になったとき、
申請により払戻しを受けることができます
　国民健康保険に加入している人の医療費（月額）が自己負担限度額を超えたとき
は、申請によりその超えた金額の払戻し（高額療養費）を受けることができます。
※国民健康保険税に滞納がある人は、支給が制限される場合があります。

医療機関の領収証は

捨てないでください

・同じ月内に、同じ人が、同じ病
院等（入院と外来は別々）で支
払った医療費が自己負担限度額
を超えた場合
・同じ世帯で、同じ月内に、２万
１,０００円を超える医療費を
支払うことが複数あるとき、そ
の合計額が自己負担限度額を超
えた場合

※同じ医療機関でも歯科は別計算。
※入院したときの食事代や差額ベッ
ド代などは対象外。

こんなときに申請できます 自己負担限度額

上位所得者 15万円（８万3,400円）総医療費が50万円を超えたときは、超えた額の１％を加算
８万100円（４万4,400円）
総医療費が26万7,000円を超えたときは、超えた額の１％を加算

３万5,400円（２万4,600円）

一般

市県民税
非課税世帯

区 分 自己負担限度額（月額）

※上位所得者…国保加入世帯の総所得金額が６００万円を超える世帯の人
※（ ）内は過去12か月に一つの世帯で４回以上高額療養費の支払があった場
合の自己負担限度額

70歳未満の人

　同じ月内に支払った医療費（外来、入院、歯科等）の合
計額が自己負担限度額を超えた場合

こんなときに申請できます

自己負担限度額

※現役並み所得者…前年の所得が１４５万円の人とその世帯に属する人
　低所得Ⅱ…世帯主及び国保加入世帯全員が市県民税非課税世帯の人
　低所得Ⅰ…世帯主及び国保加入世帯全員が市県民税非課税世帯で、
　　　　　前年の所得がゼロの世帯の人

※（ ）内は過去12か月に一つの世帯で４回以上高額療養費の支払が
あった場合の自己負担限度額

現役並み
所得者

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

区 分
自己負担限度額（月額）

外来（個人ごと） 外来＋入院（世帯ごと）

４万4,400円

４万4,400円
２万4,600円
１万5,000円

１万2,000円

8,000円

８万100円（4万4,400円）
総医療費が26万7,000円を超えた
ときは、超えた額の１％を加算

70歳以上75歳未満の人
 健康保険課の窓口で申請します。
<申請に必要なもの>
・国民健康保険証
　（70歳から74歳の人は高齢受給者証）
・印鑑
・領収証
・世帯主名義の口座

申請方法

　国民健康保険加入者（70歳以上の人
は市県民税非課税世帯のみ）が病院に
かかる場合、「限度額適用認定証」「限
度額適用・標準負担額減額認定証」を
病院の窓口に提示すれば、自己負担限
度額までの支払となりますので、事前
に健康保険課、各振興局又は振興セン
ターでの認定証交付の手続をお勧めし
ます。

認定証があると便利です

※無回答、その他の回答はグラフに含まれません。


